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第３章 テーマを具現化するための取り組みとして            

基本目標を踏まえ、具現化に向けたテーマ「互いに支え合う地域づくり（共助の充実に向け）」を実

現するために、各地域や各種団体、地域内の人材が主体的な取り組みが行えるよう以下の４事業を計

画します。 

また、地域や各種団体と連携した取り組みが併せて進められるように本協議会の安定運営に関する

事業も併せて計画するものです。 

 

１ 各地域の活動や地域の課題解決の促進を支援 

（１）集落活動の支援による地域力の再生 

 ①集落の活性化、地域の課題解決のための事業支援 

・・・「集落の元気づくり支援事業」など 

 ②公民館活動支援の在り方の検討 

・・・「公民館活動等支援事業」など 

 ③「共助の充実」への支援強化 

・・・「集落内の支え合いの取り組みに対する支援を検討」など 

（２）集落、地域の持続可能性の向上 

 ①集落、地域の活性化、課題解決に向けた話し合い促進を支援 

 ②集落、地域の維持・活性化の推進に伴走 

・・・「中学生以上全住民アンケートの実施」 

      「集落・地域懇談会の実施」など 

（３）委員の主体的な実践活動による地域づくりの促進 

 ①協議会活性化事業「委員実践活動」 
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第４章 計画実現に向けた組織体制について               

本計画の実現のため、組織体制の見直しを行い、より実効性のある体制に再編します。 

 

 

 

                                             

  

  

  

 

 

 

 

 

                                             

           

 

 

 

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                         

総 会 

○理事（集落総代４９名、団体等代表７名）  ○委員（規約第 6条に定める委員） 

顧問 若干名 

役員会 
○会 長 １名  ○副会長 ２名  ○活動推進員 ８名【新規】 

    ※活動推進員：協議会の活動と委員の活動をコーディネート（物事がうまくいくように 

      調整）する人。協議会委員の中から選出する 

    ※総会前の役員会には区長会代表５名を含めた「拡大役員会」を開催し、総会議案等の 

      審議を行う 

＜地域活動支援・地域課題解決支援

＞ 

（事務局 直轄） 
①集落の元気づくり支援事業 
②地域づくり団体等活動支援事業 

③集落公民館活動支援事業 
④地域の担い手育成事業 
⑤地域産物流通促進事業 

（集落支援員 直轄） 
①地域活性化コーディネート業務 

②地域課題解決支援業務 

・買物困難者対策 

・地域交通利用促進対策【新規】 

③集落の元気づくり計画策定支援事業 

＜委員実践活動＞ 
①委員実践活動【新規】 

委員の主体的な実践活動 10,000円/人 

＜協議会活性化事業＞ 
①地域づくり楽習会  ②先進地視察研修 

③拠点施設の整備【具体的な取組を開始】 

④収益事業の創設【新規】 

⑤協議会プロジェクトとして取組む事業【新規】 

 EX：空家対策に関する取組など（空家見守り、

空家リフォーム、お試しハウスの運営など） 

＜情報発信＞自主運営委員会方式【転換】 
①まちづくり通信の発行 
※編集委員は年報酬支払あり 5,000円 

②集落行事カレンダーの発行 
③HP・SNSを活用した情報発信 

 

監事 ２名 

（取組方針・実施方法の見直し） 

①集落・地域懇談会の開催 

②共助に向けた集い場支援事業 

＜関係人口＞・・・外部委託【転換】 

①百姓やってみ隊推進事業 

②学生インターン受入事業 

事務局 
○事務局長 １名（民間有給職員） 

○事務局員 ３名（自治振興室職員兼務） 

★集落支援員２名【新規】 


